
 

 

九十九里地域水道企業団公告      

 

一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

地方自治法施行令第１６７条の６の規定により一般競争入札を次のとおり実施します。 

 

平成３１年３月１４日 

九十九里地域水道企業団 

企 業 長  田 中 豊 彦 

１ 一般競争に付する事項 

（１）件 名  粉末活性炭（ドライ）の購入 

（２）納 入 場 所  山武郡横芝光町宝米１７５１番地 

            東金市松之郷３６７８番地 

            市原市古都辺５９１番地３ 

            市原市古都辺６０３番地 

（３）一般競争入札  郵便入札・事後審査方式 

（４）納 入 期 間  契約日の翌日から平成３２年３月３１日 

（５）本 件 の 概 要 

ア 目的 

本件は、九十九里地域水道企業団が浄水処理に使用する水道用粉末活性炭を、単

価契約により購入するものである。 

イ 概要 

（ア）年間購入予定数量         ６１８，４５０ｋｇ 

（イ）月最大購入予定数量        １０８，９６０ｋｇ 

（６）予 定 価 格  落札決定後公表 

（７）最低制限価格  無 

（８）入 札 保 証 金  免除 

（９）契 約 保 証 金  無 

（10）本 件 内 訳 書  無 

（11）前・中間支払金  無 

（12）支 払 い 方 法  月払い 

 

  



 

 

２ 入札参加者に必要な資格に関する事項 

本件の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりです。 

（１）本件の公告日前に効力を有する平成３０・３１・３２年度九十九里地域水道企業団

建設工事等資格者名簿「物品・委託用」に登載されているもののうち、(大分類)５薬

品、(中分類)１粉末活性炭について希望の登録があること。 

（２）本件の公告日から本件の開札の日までの間、九十九里地域水道企業団建設工事請負

業者等指名停止措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。 

（３）本件の公告日前に千葉県内に本店又は支店等（契約の締結及び履行に関する一切の

権限を受けている者を置く。）があること。 

（４）過去５年間（平成２６年４月１日から公告日まで。）において、上水道事業体にお

ける水道用粉末活性炭の納入実績を元請けとして有すること。 

（５）本件で納入する粉末活性炭の代理店・特約店証明の提出ができること。 

（６）粉末活性炭購入仕様書を満たしている製品を納入できること。 

（７）年間購入予定数量及び月最大購入予定数量を納入できること。 

（８）地方自治法施行令第１６７条の４の規定のほか、次の各号に該当しない者 

ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本件の開

札日前６ヶ月以内に手形・小切手を不渡りした者 

イ 会社更生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定

が本件の公告日までにされていない者 

ウ 民事再生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定

が本件の公告日までにされていない者 

 

３ 開札の場所及び日時 

（１）場 所  九十九里地域水道企業団２階第２会議室 

東金市東金７６９番地２ 

（２）日 時  平成３１年４月１日（月）午前・午後１１時００分 

 

４ 設計図書の閲覧方法 

原則として、企業団ホームページからのダウンロード又は、企業団窓口での閲覧とな

ります。 

  



 

 

５ 入札書の郵送方法 

（１）郵送方法  一般書留又は簡易書留 

（２）到着期限  平成３１年３月２９日（金）午後５時必着 

（３）送 付 先  〒２８３－０８０２ 

東金市東金７６９番地２ 

九十九里地域水道企業団 総務課 管財班行 

ア 郵送は外封筒及び中封筒の２重封筒としてください。 

外封筒には入札書を同封した中封筒と入札参加資格確認申請書を入れて封かん

（同封されていない場合は入札無効となります。）し、封筒の表面に次の事項を必ず

記載してください。 

封筒の大きさは角２号程度としてください。 

（ア）指定した郵送先 

（イ）入札書及び入札参加資格確認申請書在中の旨 

（ウ）公告した件名 

（エ）公告した納入場所 

（オ）開札日 

（カ）入札者の商号又は名称 

イ 中封筒には入札書を入れて封かん及び代表者印により３箇所封印し、封筒の表面

に次の事項を必ず記載してください。 

封筒の大きさは長形３号程度としてください。 

（ア）入札書在中の旨 

（イ）公告した件名 

（ウ）公告した納入場所 

（エ）開札日 

（オ）入札者の商号又は名称 

ウ 入札書及び入札参加資格確認申請書等の書類の日付については、開札日の記入を

お願いします。 

エ 開札日が同日であっても、外封筒及び入札書は件名ごとに作成してください。 

封筒の封は糊付けでお願いします。 

  



 

 

６ 入札回数 

入札の回数は３回とする。 

 

７ 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関する質問がある場合は、書面でＦＡＸ等により提出してください。 

（１）提出期限  平成３１年３月１９日（火）午後５時まで 

（２）提 出 先  九十九里地域水道企業団 総務課 管財班 

ＴＥＬ ０４７５－５４－０６３１ 

ＦＡＸ ０４７５－５４－２０６８ 

（３）回 答  質問に対する回答は平成３１年３月２２日（金）にホームページに掲

載します。 

 

８ 入札の執行 

到着期限までに到着した入札書が１通の場合でも、当該入札は執行します。 

 

９ 開札の立会 

開札の立会については任意ですので、必ず参加しなければならないものではありませ

ん。 

ただし、参加しなかった場合は再度入札を行うことはできません。 

代理人をもって参加する場合は委任状の提出をお願いします。 

 

10 落札者の決定 

（１）予定価格の制限の範囲内（最低制限価格を設定した場合は、予定価格と最低制限価

格の範囲内）で最低の価格をもって入札した者を落札候補者とする。 

以下低い価格で入札した者から順次落札候補者として資格審査を行い、後日落札者

を決定し、連絡いたします。 

（２）予定価格の制限の範囲内の入札がない場合は、再度入札を行うものとする。 

ただし、初回の入札で無効となった者は、再度入札には参加できない。 

（３）再度入札においては、入札書を封筒に入れずに提出することができるものとする。 

（４）落札候補者となるべき同価格の入札者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札

候補者としての順位を決定する。 

なお、くじを引かない者があるときは、これに代わり入札事務に関係のない職員に

くじを引かせるものとする。 

（５）再度入札において落札候補者がない場合は、九十九里地域水道企業団物品等契約事

務取扱要綱第１４条第１項の規定によるものとする。 

  



 

 

11 落札候補者となった場合提出する書類 

  落札候補者は指定日までに次の書類を提出するものとする。 

（１）納入実績として件名・発注機関名・契約金額及び数量等が確認できるもの。 

（２）粉末活性炭の代理店・特約店を証明するもの。 

 

12 その他 

（１）上記のほか、入札公告及び入札の概要を熟知し、入札書を郵送してください。 

（２）入札書を投函する前に、再度必ず確認してください。 

（３）開札日には、再度の入札に備え予備の入札書を持参してください。 

（４）入札書到達の有無等の問い合わせには、一切対応しません。 

（５） 入札参加者は、ホームページ掲載の入札情報の一般競争入札及び入札約款を熟読し、

遵守してください。 

 



 

 

 

 

 

粉末活性炭購入仕様書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度 
 

 

 

 

九十九里地域水道企業団 
 

 

 

 

 

 



（総 則） 

第１条 九十九里地域水道企業団（以下「甲」という。）が浄水処理に使用する水道用

粉末活性炭の購入にあたり、納入業者（以下「乙」という。）は契約書に定める

もののほか本仕様書に従い、これを履行しなければならない。 

（納入場所） 

第２条 納入場所は下記のとおりとする。 

（１）光取水場 山武郡横芝光町宝米１７５１番地 

年間購入予定数量 １２２，７５０ｋｇ 

購入期間 契約日の翌日から平成３２年３月３１日 

（２）東金取水場 東金市松之郷３６７８番地 

年間購入予定数量 ３２６，２００ｋｇ 

購入期間 契約日の翌日から平成３２年３月３１日 

（３）長柄取水場（Ⅰ） 市原市古都辺５９１番地３ 

   長柄取水場（Ⅱ） 市原市古都辺６０３番地 

年間購入予定数量 １６９，５００ｋｇ 

購入期間 契約日の翌日から平成３２年３月３１日 

（納入方法及び費用） 

第３条 契約後、乙は甲の指示する日時、場所及び方法で納入しなければならない。そ

の際、計量証明書及び製品の製造元が発行する分析表を提出するものとする。 

また、納入に際しては甲の指示に従い、関係法令等を遵守し、事故防止に努め

適正な取り扱いを行うものとする。 

２ 納入は粉末活性炭専用車に限り、甲の指定する貯蔵庫まで空気圧送（0.1ＭＰａ

以下）する。納入にあたっては、乙が用意する受け入れ金具にホースを接続して圧

送する。なお、納入時は職員の立会いのもと行うものとする。 

３ 納入及び小運搬に必要な荷役費、運搬費、計量費は乙の負担とする。 

（粉末活性炭の規格） 

第４条 乙が納入する水道用粉末活性炭は、すべて植物性のものとし、水蒸気賦活法に

より製造したものであること。また、原材料、製造工程及び製品が適切に品質管

理されたものであること。 

２ 製品の品質は、次の（１）及び（２）の品質規格に適合するものであること。 



（１）品質試験：日本水道協会ＪＷＷＡ Ｋ113：2005-2 水道用粉末活性炭に基づく 

試験方法（改正された場合、最新の試験方法によるものとする。）により試験 

した結果、日本水道協会ＪＷＷＡ Ｋ113：2005-2 水道用粉末活性炭『表 1 品 

質』に定める規格に適合すること。ただし、ＡＢＳ価・メチレンブルー脱色力 

・ヨウ素吸着性能・乾燥減量については、下記の値のとおりとする。また、臭 

気物質吸着能である 2-MIB 価は「ＪＷＷＡ Ｋ113：2005-2 水道用粉末活性炭  

参考」における「IV 2-MIB 価」に示す試験の結果、下記の値のとおりとする。 

項   目 単 位 規   格 

① ふるい残分 （％） ７５μｍのふるい残分が１０以下 

② ｐＨ値  ４～１１ 

③ 電気伝導率 （μＳ／ｃｍ） ９００以下 

④ 塩化物イオン （％） ０．５以下 

⑤ フェノール価  ２５以下 

⑥ ＡＢＳ価       ４０以下 

⑦ メチレンブルー脱色力 （ｍℓ／ｇ）    １６０以上 

⑧ ヨウ素吸着性能 （ｍｇ／ｇ）  １０００以上 

⑨ 乾燥減量 （％） ５以下 

⑩ 臭気物質吸着能（2-MIB価）  ５以下 

（２）技術基準省令に基づく評価試験：「水道施設の技術的基準を定める省令」第 

  1 条第 16 号に規定する水道用薬品により水に付加される物質について、同省 

  令別表第 1 を満たすこと。ただし、最大注入率は 100mg/L とする。 

（品質証明書） 

第５条 乙は、契約締結後直ちに甲に対して、製造業者が製造する水道用粉末活性炭が、

省令第 1 条第 16 号別表第 1 に掲げる項目に適合することを証明する第三者機関

による成績表を初回納入時までに提出しなければならない。 

試験方法については、最新の「水道用薬品類の評価のための試験方法ガイドラ

イン（厚生労働省健康局水道課通知、以下「ガイドライン」という。）及びＪＷ

ＷＡ Ｚ 109 に基づき行うものとする。 

なお、日本水道協会等の認証機関による品質認証を受けた薬品については、ガ

イドラインに基づく試験を省略することが出来る。ただし、その際には認証を受



けたことを証明する書類等を初回納入時までに提出しなければならない。 

（品質検査） 

第６条 甲は製品の品質検査について、適時製造業者の工場または納入場所において試

料を採取し、ＪＷＷＡ Ｋ 113：2005-2に基づいて分析検査を行う。 

なお、乙は甲より指示があった場合には、甲が納入場所において採取した試料

の分析検査を行わなければならない。 

また、分析検査を行うにあたり、その他の項目については、ガイドラインの試

験評価によるものとする。 

２ 甲の品質検査結果が不合格の場合、乙は甲の場長の指示に従い、乙の負担で交

換または引き取らなければならない。 

（計 量） 

第７条 納入品の計量は甲の計量もしくは計量法に基づく計量証明事業者の計量証明に

よるものとし、計量証明を納入の都度提出すること。 

（損害賠償） 

第８条 乙が不完全な機器または製品により、甲の構造物・機器等を汚染･損傷および

浄水処理に影響または損害を及ぼした場合は、乙の負担で弁償または原形復旧

しなければならない。 

（補 則） 

第９条 乙は、契約締結後直ちに甲に対して、化学物質等安全データシート（ＭＳＤ

Ｓ）、製造工程図（原料、製品化等）、製造事業者・納入車両一覧・運転職員一

覧・メーカー代理店証明書・運送事業者名および緊急時の連絡先を記載した書面

（担当者、昼夜の別を含む）を甲に提出するものとする。 

    なお、記載事項に変更が生じた場合には、直ちに甲と協議した上で再提出す

るものとする。 

２ 本仕様書に疑義が生じた場合または明記していない事項が生じた場合は、甲乙

協議のうえ定めるものとする。 







九十九里地域水道企業団 

 

指 示 書 

 

単価契約に係る入札に際しては、下記の事項に留意するものとする。 

 

記 

 

１ 入札書及び見積書の作成 

入札及び見積金額には、消費税及び地方消費税相当額は含めないものとする。 

記載金額は、 １ｋｇ当り  とする。 

 

２ 入札書及び見積書は３枚以上持参すること。  

 

３ 納品書及び請求書の作成 

納品書及び請求書には、代金・消費税及び地方消費税額・合計額を併記するもの

とする。 

消費税額は、請求書単位で計算するものとする。 

なお、円未満の端数が発生した場合には、切捨処理をするものとする。 


